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1．はじめに

これまでも本誌で説明してきた通り、物流の

2024年問題解決に向けた政府の取り組みとして

2023年6月に「物流革新に向けた政策パッケー

ジ」が発表されている（図1参照）。

物流は国民生活や経済を支える重要な社会インフ

ラにもかかわらず、働き方改革関連法により2024

年4月1日からトラックドライバーの時間外労働時

間が制限されること等により、輸送能力が2024年

には14％、2030年には34％が不足するとの危機

感からだ。その中では、「中長期的に取り組むための

枠組みを、次期通常国会での法制化も含め確実に整

備」とされていた。そして、2024年4月に「流通

業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨

（一社）運輸デジタルビジネス協議会（TDBC）
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新物流2法で求められるサプライチェーン 
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図1　「物流革新に向けた政策パッケージ」のポイント
（出典：我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議（2023年6月2日）

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/buturyu_kakushin/pdf/seisaku_package.pdf）
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物自動車運送事業法の一部を改正する法律案」が国

会に提出、審議され、同4月26日に可決・成立し、

同5月15日には公布されている。その結果、流通業

務の総合化及び効率化の促進に関する法律（今回の

改正により「物資の流通の効率化に関する法律」に

改名）に関する法律と「貨物自動車運送事業法」が

それぞれ改正され、一部を除き、公布の日から1年

以内に施行とされている（以降、新物流2法）。この

中で、それぞれ荷主事業者、運送（貨物）事業者等

の義務、および努力義務が決められた。但し、これ

らは「物流革新に向けた政策パッケージ」（以降、

「政策パッケージ」）の一部であり、全体を把握した

行動変容が求められていることを理解することが重

要だ。

2．物流の2024年問題の 
背景

どのような行動変容が求められているかを理解す

るためには、物流の2024年問題の背景を理解する

必要がある。

問題の本質としては、トラックドライバーの労働

時間が他の産業と比較して2割長く、他の職種と比

較して賃金が1～2割低いということが挙げられる。

その状況から、トラックドライバーの人材不足や時

間外労働時間の制限により、運送事業者としては、

これまで受託していた運送業務を減らさざるを得な

くなり、一方でトラックドライバーは、残業時間が

減ることでの更なる賃金低下に対しての不安感とそ

れに伴う転職等の負のサイクルとなっている。

この状況を招いた背景は、以下の通りだ。

•	 1運行当たり、荷待ち時間が平均1時間34分、

荷役作業が平均1時間29分（合わせて平均3時

間3分）発生しているものの、これらに対する

適正な運賃・料金が収受できていない

•	 燃料費等の価格転嫁は27業種で最下位となっ

ており、事実上運送事業者負担となっている

•	 多重下請け構造と運賃の中抜きにより実運送事

業者は、適正な運賃・料金が収受できていない

•	 積載率が、約60％から40％を切る状況とな

り、結果的に1.5倍のトラックドライバーやト

ラックが必要となった。一方で、荷主にとって

は売上当たりの物流コストの上昇となり、それ

に対して運賃コスト圧縮指向となっている

これらは、運送事業者の努力だけでは解決しない

ということから2023年3月に「我が国の物流の革

新に関する関係閣僚会議」を設置、解決のための施

策として、

① 商慣行の見直し

② 物流の効率化

③ 荷主、消費者の行動変容

について、抜本的・総合的な対策をまとめたのが	

「政策パッケージ」だ。

3．政策パッケージと 
物流効率化法による 

荷待ち、荷役作業時間の短縮

例えば、政策パッケージでは、荷待ち、荷役作業

に関して「荷主・物流事業者間における物流負荷の

軽減（荷待ち、荷役時間の削減等）に向けた規制的 

措置等の導入」とされていたが、新物流2法の「物

資の流通の効率化に関する法律」（以降、物流効率化

法）では、荷待ちに関して「貨物の受渡しを行う日

及び時刻又は時間帯を決定するに当たっては、停留

場所の数その他の条件により定まる荷役をすること

ができる車両台数を上回り一時に多数の貨物自動車

が集貨又は配達を行うべき場所に到着しないように

すること。」として努力義務化された（物流効率化法 

三十七条二、第一種荷主の場合）。

また、対象となる荷待ち時間は、荷主が管理する

施設、および寄託契約している施設又はその周辺の

場所に限定されている。結果的に発荷主は、発荷主

の管理する施設、および寄託契約している施設又は

その周辺の場所に限定され、着荷主は、着荷主の管

理する施設、および寄託契約している施設又はその

周辺の場所に限定されることとなった。

また、「政策パッケージ」での荷待ち、荷役作業時
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間の平均3時間を2時間との目標は、物流効率化法で

は、規定されておらず「国土交通省物流部会・経済

産業省流通小委員会・農林水産省物流小委員会 合同

会議」で基本方針、判断基準等として議論されてお

り、来年の施行に向けて準備が進められている。

4．政策パッケージと 
貨物自動車運送事業法による 

適正な運賃・料金の収受

一方で、荷待ち、荷役作業に対する適正な運賃・

料金の収受に関しては、新物流2法の改正「貨物自

動車運送事業法」により、運送契約の書面化が義務

付けられた（第十二条）。ここでは、運送の荷役お

よびその対価、それ以外の荷役およびその対価、そ

の他国土交通省令で定める事項を書面に記載して相

互に交付しなければならないとされた。そして、政

策パッケージで「トラックの「標準的な運賃」制度

の拡充・徹底」とされていた「標準的な運賃」が、

2024年3月22日に内容が見直され「新たな標準的

な運賃」として告示されている（図2参照）。

この中で、荷待ち時間についてはこれまでも「待

機時間料」として規定されていたが、新たに荷役作

業についても「積込料・取卸料」を運賃とは別に料

金（30分当たりの時間単価）として新たに規定して

いる。さらに、荷待ち、荷役作業時間の短縮に繋が

る仕組みとして「荷待ち・荷役の時間が2時間を超

えた場合は、割増率5割を加算」も規定している。

今後は、前述の義務化された運送契約に役務内容

とその対価を記載し、実運送事業者が運送業務で発

荷主、着荷主で、それぞれ実際に発生した荷待ちや

荷役作業に応じて運送契約に基づいた運賃・料金請

求が行われることになる。

また、この実運送事業者が直接荷主からの依頼

図2　国土交通省「標準的運賃」等の見直しのポイント
（出典：国土交通省「新たなトラックの標準的運賃を告示」（2024年3月22日）	

https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001732088.pdf）
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ではなく、元請等の場合には、これまでは、発荷

主から支払われていた運賃・料金から中抜きされて

いたが、今後は上記資料の「標準的運賃」等の見直

しのポイントにあるように下請け手数料（利用運送

手数料）を加えて発荷主に請求することになる。こ

れは、本来の適正な運賃・料金の収受を下請け階層

に問わず収受できるようにするためだ。そして、そ

の下請け手数料（利用運送手数料）計算の基となる

「実運送体制管理簿」の作成等が改正「貨物自動車運

送事業法」の中で元請け事業者に義務付けられてい

る。運送事業者は、この適正な運賃・料金の収受に

関して、今後積極的に運送契約に基づき発荷主に請

求をかけることは確実だ。

5．適正な運賃・料金 
収受のための業務記録と 
通信型デジタコの活用

「新たな標準的運賃」の告示での待機時間料、積込

料・取卸料は、30分毎の時間単価となっているが、

そのためには、運送毎の業務記録が必要となる。そ

れに対しても、現在準備が行われており、業務記録

における荷待時間・荷役作業等の記録義務の対象と

なる車両を、現行の貨物自動車運送事業輸送安全規

則（平成2年運輸省令第22号）第8条での「車両総

重量が8トン以上又は最大積載量が5トン以上の車

両」から、全ての車両に拡大される見込みだ。この

業務記録に関して、もちろん書類として作成するこ

とも可能だが、従来より、車両総重量が7トン以上

又は最大積載量が4トン以上の車両に車載が義務付

けされている運行記録計で記録することもできると

されている。

今後は、単に業務記録が法令で義務化されている

というだけでなく、運送契約に基づく運賃・料金請

求の根拠となるため、業務記録機能を持ったデジタ

ル式の運行記録計、通称「デジタコ」の導入が促進

されると考えられる。また、リアルタイムに業務状

態を把握し、運送会社の事務所から適宜改善の申し

入れを行うなどにより、荷待ち時間の短縮を実現し

ている事例もあり、更には、非通信型でのSDカード

からのデータ抜き出し管理等の業務効率を考えると

通信型デジタコが非常に有効と考えられる。

当協議会の事業者会員では、既にデジタコを活用

した荷主都合の荷待ち、荷役時間の把握を社内でシ

図3　2023年度 WG04ワーキンググループ会合での発表資料
（出典：TDBC「荷待ち時間ゼロガイドライン」からの抜粋、https://tdbc.or.jp/pages/zeroguide/）
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ステム化し、運用。実際の運賃・料金の請求に活用

している事例もある（図3参照）。

6．発着荷主で発生した 
荷待ち、荷役作業に対する 
料金の発荷主に対する請求

物流効率化法では、自社管理の施設に限定して

荷待ち、荷役作業時間の把握と削減が求められてお

り、発荷主は着荷主で発生する荷待ち、荷役作業時

間の把握や削減に対する努力義務はない。しかしな

がら、運送契約当事者として自社だけでなく着荷主

で発生した荷待ち、荷役作業時間等を基に運送事業

者から運賃・料金の請求を受けることとなり、これ

までのように無関心ではすまなくなる。そして、最

終的には受益者負担との観点から発荷主から着荷主

に対して発生した荷待ち、荷役作業の費用の請求が

行われることとなる（運賃・料金のメニュープライ

シング）。

一方で、発荷主側が運送契約元として積極的に着

荷主企業と連携して発着荷主双方での荷待ち、荷役

作業時間の削減に取り組むことで、サプライチェー

ン全体での効率化や運送コスト削減を実現できる可

能性もあり、やはり政策パッケージの効果を最大化

するためには、発荷主（第一種荷主）の積極的な取

り組みが期待される。

7．行動変容を実践するために
必要となる仕組み

そして、政策パッケージが求める行動変容を実践

するためには、従来の電話とFAXと人手ではその実

現が難しく、新たな仕組みが必要となる。

① 発荷主および元請け～実運送事業者間での運送

契約の締結（相互の交付）と運送契約に規定さ

れた役務の内容とそれに対する対価（標準的運

賃での運賃・料金）の共有。

② 実際に発着荷主で発生した荷待ち、荷役作業等

の業務記録と共有が必要となる。

そのため、当協議会では、政策パッケージと物流

関連2法改正案の閣議決定の内容を受け、先行して

どのように実現したら良いかを議論してきた。

①については、発荷主と元請け～実運送事業者間

での運送毎の運送契約をWeb画面上（WebEDI）で

締結し、必要な情報を共有。さらに、その内容をト

ラックドライバーのスマホアプリを経由して着荷主

まで共有できるようにするという仕組みだ。また、

Web画面（WebEDI）での運送契約締結による実運

送体制管理簿の階層の自動生成機能も備えている。

昨年10月から当協議会会員のウイングアーク1st

㈱が、新物流2法の対応を想定してサービス提供を

開始している（IKZO Online）。詳細は「流通ネット

ワーキング」2024年7・8月号掲載の特別レポート	

「物流関連2法成立と適正な運賃・料金収受のための

運送契約のデジタル化、実運送体制管理簿の作成」

（TDBCとウイングアーク1st㈱の共著）を参考にし

て欲しい。許諾を得て全文を当協議会のホームペー

ジでも公開している（https://tdbc.or.jp/news/	

2024/668b61bc36015f442207030a/）。

今後、SIPスマート物流サービスの物流情報標

準ガイドライン(1)に準拠した外部システムとの連携

や、2024年6月1日より施行の「標準貨物自動車

運送約款等の一部改正」で例示されている「運送申

込書、運送引受書」のWeb画面対応も準備している

（図4参照）。

②については、当協議会のワーキンググループ活

動（WG05）から生まれた車両動態管理プラットフ

ォーム（traevo Platform）を活用することで実現

可能だ。traevo Platformは、各社の既存の通信型

のデジタコや動態管理サービス等の情報を一元的に

集約し活用するためのプラットフォームで、協力会

社（実運送事業者）のデジタコ等の情報を自社だけ

でなく、権限を付与することで元請や発荷主、着荷

主に共有することも可能だ。既に、大手荷主事業者

での活用事例も公開している。その企業では、協力

会社を含む車両の運行情報の確認を社内の業務シス

テムとtraevo Platformとの連携で実現している。
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イブ、経路の最適化等の努力も反映されない。それ

に対して、実積載率、実燃費による精緻なCO2排出

量の測定はこれらの努力がCO2排出量の削減として

評価されることになる。

それ以外にも、当協議会としては物流での伝票	

（納品伝票）等の電子化にも取り組んでおり、事前出

荷情報（ASN）としての活用による検品時間等の削

減や車両毎の積載率測定等にも活用できる（図5⑤

参照）。

詳細は「流通ネットワーキング」2024年3・4

月号掲載の「伝票電子化が切り開く未来」（ウイン

グアーク1st㈱著）を参考にして欲しい。許諾を得

て全文を当協議会のホームページでも公開している

（https://tdbc.or.jp/news/2024/66d30e3c8

56ea97a24056b34/）。

以上のように政策パッケージや新物流2法で求め

られる荷主の行動変容は、これまでの電話、FAX

や紙の伝票、そして人手という手段では実現は困

難だ。デジタルによる発荷主～運送事業者（元請

け～実運送事業者）～着荷主の連携が不可欠となる。

8．共同運送による 
積載率向上やCO2の精緻な 

可視化、伝票電子化の取り組み

また、当協議会のWG05Aワーキンググループで

は、traevo Platformを活用して、運行実績から荷

主間での行荷と復荷マッチングによる共同輸送デー

タベースの構築や北海道物流研究会、ロジスクと連

携した実証実験(2)を実施している。物流効率化法、

政策パッケージで求められている実車率、積載率の

改善との取り組みだ（図5③参照）。

さらに、WG05Bワーキンググループでは、同様

にtraevo Platformを活用した実積載率、実燃費、

による精緻なCO2排出量の可視化と削減に向けて取

り組んでいる（図5④参照）。多くの荷主企業では物

流でのSCOPE3のCO2排出量の測定にあたり、簡便

な改良トンキロ法でのみなし積載率、みなし燃費に

より計算されているが、これでは、今回の物流効率

化法での荷主の努力義務とされた積載率の向上が、

反映されない。また、同様に運送事業者のエコドラ

図4　IKZO Onlineでの運送契約（運送申込書、運送引受書）締結および交付画面案
（出典：ウイングアーク1st㈱から提供）
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今回は、そのための仕組みの事例を紹介したが、

施行まで1年を切った中でゼロから準備するのは非

常に難しいと考えている。当協議会としてはこれら

を1つのロールモデルとして積極的に紹介していく

予定だ（図5参照）。ぜひ、参考にして欲しい。

9．おわりに

このロールモデルは、物流領域のデジタル化、プ

ラットフォームの例であり、実際のビジネスでは、

「商流」としての受発注からビジネスプロセスはスタ

ートしている。それに基づいて「物流」を活用して

物が納品される。納品が無事完了すると、請求、支

払いである「金流」で完結する。

現状では、物流領域は非常にデジタル化が遅れて

いるものの、さらに商流、金流ともそれぞれデジタ

ルでは繋がっておらず、やはり紙伝票や人手によっ

て多くのビジネスプロセスが動いている。

今後の少子高齢化を見据えると当協議会として

は、より効率的な未来社会の実現に向けて「ウラノ

ス・エコシステム」(3)のような商流・物流・金流を

繋ぐ「企業間取引の公益プラットフォーム」の社会

実装が必要だと考えている。
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図5　�物流革新に向けた政策パッケージの実践	
（TDBCロールモデル案）

43mm

プラスチックの自動車部品への展開-43枠_210423.indd   1 2021/04/23   13:35:42

89-95 R2409-06.indd   95 2024/10/9   下午7:39


